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ABSTRACT 

本研究では、視覚障害特別支援学校の教員が現場で必要とされる専門性について明らかに

するために、教員が必要と認識している教育や研修内容について、自由記述内容からカテゴ

リー化して整理することを目的とした。盲学校赴任前に必要な知識・技能や、県内の大学（専

門機関）に教育研修を求める内容等について、視覚障害特別支援学校の教員を対象にアンケ

ート調査を行った。 

 その結果、教員が必要とされる専門性について、「指導方法・実践・補助教材・教具」や「心

理・生理・病理」、「点字・歩行」や「情報機器」といったカテゴリーに分けられ、今後求め

られる教育研修の在り方について課題を整理した。 
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Ⅰ．問題と目的 
 

1. 特別支援学校教員に求められる専門性 

わが国では、2006 年の学校教育法の改正によって、従来の「特殊教育」から「特別支援教

育」への転換がなされた。その背景には、医学的な進歩による障害の重度重複化や多様化な

ど、従来の特殊教育では対応できなくなったこと等がある。また、文部科学省は 2007 年 4

月に教育職員免許法の改正を行い、特別支援学校教員に求められる専門性について、次の 3

点を挙げた。 

 

① 特別支援教育に関する基礎的な知識（制度的・社会的背景・動向等） 

② 各障害種の幼児児童生徒の心理（発達を含む）・生理・病理に関する一般的な知識・理解

や教育課程、指導法に関する深い知識・理解及び実践指導力 

③ 特別支援学校のセンター的機能を果たすための幅広い専門性 

 

2. 視覚障害教育の専門性とは 

我が国の視覚障害教育については、130 年以上の歴史があり、様々な知見とノウハウを蓄

積してきた。毎年開催されている全日本盲学校教育研究大会の報告においても、2014 年度「バ

ランスのとれた専門性の維持・継承」をスローガンとし、視覚障害教育における教科指導の

専門性が重要視された。 

全日本盲学校教育研究会が発刊している視覚障害教育第 108、110、112、114 号では「視

覚障害教育の専門性の維持と継承について」を特集し、各校で取り組んでいる研修等の状況

報告が行われている。その内容としては、視機能・眼疾患の理解、点字・パソコン点訳、点

字指導、歩行指導、ロービジョン（弱視児指導）、蝕教材、音声ソフト、情報機器、食事指導、

珠算指導、福祉制度等が実施されている（岡村, 2009; 大貫, 2011; 片桐, 2011; 沖本, 2012; 坂

本, 2013）。 

文部科学省の学習指導要領では、幼稚部において、手による探索操作の基礎指導、保護者

への教育相談、小・中学部では視覚障害に配慮した各種教科等の指導、高等部では、普通科

の教育の他、あん摩マッサージ指圧師、はり師、きゅう師、理学療法士等の国家資格の取得

を目指した職業教育の指導について明記している。また、弱視特別支援学級・弱視通級指導

教室については、拡大文字教材や視覚支援機器、照明の調整等一人ひとりの見え方に適した

教材・教具や学習環境を工夫して指導を行うことを基本としている。この他にも早期教育の

大切さ、保護者の心理的ケア、空間概念の指導学習、教材・教具の工夫、指導や環境作り、

中途失明者に対しての点字指導や心理的ケア、センター的機能の役割、視覚障害者を支援し

ていく上での関係機関との連携等の重要性が挙げられていた。 

このように、視覚障害教育で求められていることは多岐にわたる。視覚障害教育を担う教

員には、様々な専門性が必要とされる。しかし、視覚障害教育特別支援学校の教員に求めら

れる専門性について、文部科学省は具体的かつ詳細に項目を整理して提示するには至ってい

ない。また、今日の視覚障害教育現場において勤務する教員が、どのような知識を具体的に

必要と認識しているか、どのような教育を必要と認識しているかについても、これまでに十

分明らかにされているとは言えない。これらを明確化し、必要性の高いものから教育や研修

を実施していくことが喫緊の課題である。 
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3. 本研究の目的 

上記の課題を解決するため、本研究では、視覚障害特別支援学校の教員が現場で必要とさ

れる専門性について明らかにするために、教員が必要と認識している教育や研修内容につい

て、自由記述内容からカテゴリー化して整理することを目的とした。 

 

 

Ⅱ．方法 
 

1. 対象 

平成××年度に沖縄県内の盲学校（沖縄県立沖縄盲学校）に勤務している全ての教員（臨任

も含む）47 名（養護教諭・栄養教諭・寄宿舎指導員・実習助手・事務現業を除く）を対象と

した。 

 

2. 手続き 

平成××年 9 月 1 日～9 月 30 日までの 1 ヶ月間調査期間を設けた。沖縄県立沖縄盲学校の 9

月 1 日の職員朝会において、校長の指導監督の下で調査の趣旨説明と質疑応答を行った。調

査協力への同意が全教員から得られたため、無記名式でプライバシーの配慮をしたうえで調

査票を 47 名へ配布した。学校内に設置された回収ボックスによって 9 月 30 日までに提出さ

れた調査票の回収を行った。後日、アンケートの分析結果を沖縄県立沖縄盲学校へフィード

バックして詳細な結果説明を行った。 

 

3. 調査内容 

1) フェイスシート 

回答者の基本属性として、年齢、性別、通算教職経験年数、特別支援（養護）学校での

通算教職経験年数、特別支援学級または通級指導教室での通算教職経験年数について尋ね

た。 

 

2) 視覚障害教育についての盲学校教員の要望 

実際に勤務している教員としての立場から、視覚障害教育の現場で教員に必要とされる

専門性を明らかにするために、視覚障害教育に関する要望として、以下の 3 点について自

由記述による回答を求めた。 

 

i．盲学校赴任前に必要な知識・技能 

（質問文）「盲学校へ来る前に必要だと感じたこと、準備しなければいけないと思ったこ

と、知っておいた方が良いと思ったことはなんですか。」 

ii．県内の大学(専門機関)に求める内容 

（質問文）「盲教育の観点から県内の大学（専門機関）に対してどのようなことを求めま

すか。」 

iii．今後必要とする研修内容 

（質問文）「今後どのような研修が必要だと感じますか。」 
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Ⅲ．結果 

 

1. フェイスシート 

調査票を配布した 47 名のうち、回収されたのは 39 名で、回収率は 83.0%であった。性別

の内訳は男性 20 名（42.6%） 、女性 19 名（40.4%）であった。また、その他の基礎統計量

について表 1 に示す。 

 

表 1 基礎統計量 

 平均 標準偏差 最小 最大 n 
年齢 41.7 8.56 25.0 58.0 37 

通算教職経験年数 
182.6 ヶ月 

（約 15 年 3 ヶ月） 
106.4 

（約 8 年 8 ヶ月） 
17.0 

（約 1 年 5 ヶ月） 
378.0 

（約31年5ヶ月） 
 

39 
特別支援（養護学

校）での通算教職

経験年数 

150.1 ヶ月 
（約 12 年 5 ヶ月） 

104.2 
（約 8 年 6 ヶ月） 

4.00 
（4 ヶ月） 

377 
（約 31 年 4 ヶ

月） 
39 

特別支援（特殊）

学級または通級指

導教室での通算数

教職経験年数 

1.64 ヶ月 
（約 1.6 ヶ月） 

6.84 
（約 6.8 ヶ月） 

0.00 
（0 ヶ月） 

36.0 
（3 年） 39 

 

2. 視覚障害教育についての盲学校教員の要望 

1) 盲学校赴任前に必要な知識・技能 

回答内容を基に、「点字・歩行」「指導方法・実践・補助教材」「心理・生理・病理」「支

援・配慮方法」「情報機器」「その他」の 6 つのカテゴリーに分類した。各分類における回

答内容を表 2 に示す。 

盲学校へ来る前に必要だと感じたこと・準備しなければいけないと思ったことについて

は、「点字・歩行」に関する回答が最も多かった。次いで「心理・生理・病理」、「支援・配

慮方法」、「指導方法・実践・補助教材」と続いた。またパソコンに関する基礎知識（「情報

機器」）に関する回答や、視覚障害教育の歴史やスポーツ等（「その他」）の意見が挙げられ

た。 
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表 2 盲学校赴任前に必要な知識・技能（n=34） 

●点字・歩行 
 点字、歩行等多くあるが、実際子どもの実態が様々なので、これとは言えないが、基本

的な視覚障害のことは知っていた方がいいのかな。 
 点字と歩行の基礎。 
 点字の読み書き。（同様の回答が 2 件） 
 点字を覚えておく（点字の勉強）。 
 事前に点字をある程度、勉強しなければと思った。 
 点字についての知識、どのように点字指導を行うのか。（同様の回答が 6 件） 
 点字の存在。 
 点字について。点字を指導するのが盲学校教員には求められるので点字については知っ

ていた方がよいと思いました。 
 点字学習の現状。 
 点字で教えたり文章を作成するための文法もわからない。 
 点図の作成、読み上げやデイジー図書などの素材の扱い、それらを扱うための初めて見

る多様な PC ソフト、補助具の活用等。 
 点字を使えるようになること。使えないまでも読めるようになっていなければと思って

いました。  
●指導方法・実践・補助教材 
 子どもたちへの触らせ方を知っておく。 
 全盲の生徒への学習指導の方法。 
 盲教育の場での視覚障害者への接し方等。 
 視覚に配慮した環境作りや教材作りをどのように行うのか。 
 各教科の盲教育の実践事例。 
 視覚障害教育にとっての基礎基本＝「核になる体験」とか、「触れることの大切さ」。 

●心理・生理・病理 
 弱視児の見え方への理解。 
 弱視、斜視について知っておいたほうがいいと思いました。 
 視覚障害の種類。 
 障害の特性、実態。 
 視覚障害児者の見え方いろいろ。 
 視覚障害の特性（視力障害、視野障害、明暗順応などの特性。）②ロービジョンの特

性。（読書、環境認知等の特性。）③視覚障害を伴う重複障害の特性。④視覚障害を

伴う発達障害の特性。 
 眼疾患。 
 眼の疾患、それに伴う視覚障害の状態。 
 全盲の方の心理。 
 視覚障害をもつ人の気持ちが理解できるか等。 
 「見えない」「見えにくい」ということの体験。 
 視覚障害児の発達についての理解。 
 心理学や特殊教育。視覚障害児への対応は特別なものがあるはずと思いました。また、

身体のこと、認知のこと、重症心身症児の学び。 
 バーバリズム。 
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●支援・配慮方法 
 視覚障害の症状、配慮、点字。 
 眼の見えない子ども達に対する接し方。（考えられる関連する配慮全て。） 
 視覚障害児への配慮。 
 視覚障害児者の生活の上で必要な配慮。 
 PT,OT,ST,医師,看護師,エキスパートとの相談・連携。家庭や地域からも学びながら

離島での重症重複児の支援について。 
 弱視・全盲の生徒の実態と対応の仕方。 

●情報機器 
 視覚障害のパソコンの習得。 
 パソコンの技術。 
 パソコンの基本的な使い方。 
 現在の視覚障害者支援に関する情報機器の状況。 

●その他 
 視覚障害者スポーツ（TT での学習が多いため。TT の力も必要になってくる。） 
 生徒の卒業後について。 
 盲学校卒業なので、盲学校の生徒だった頃の気持ちを忘れたくないと思った。 
 視覚障害教育の歴史。 

 

2) 県内の大学(専門機関)に求める内容 

回答内容を基に、「理論・実践」「専門的な教授の配置」「人材育成」「研修・研究」「連携」

「心理」「その他」の 7 つのカテゴリーに分類した。各分類における回答内容を表 3 に示

す。 

視覚障害教育の観点から、県内の大学や専門機関に対しての要望として、「理論・実践」

に関する回答が最も多かった。次いで「人材の育成」、「研修・研究」、「連携」と続いた。

また、視覚障害を持つ人の理解（「心理」）や視覚障害者の実状の周知（「その他」）なども

回答として挙げられた。 

 

表 3 県内の大学（専門機関）に求める内容（n=31） 

●理論・実践 
 義務教育の必修化（手話・点字）。 
 点字の指導をしておく。 
 各教科の実践方法。 
 視覚障害児についての職業教育、進路指導に関する知識や技術。 
 触察教材の使い方や作り方。・触察の指導の方法。・歩行指導。 
 盲心理について理解を深めること。当事でなければ、当事者ならではの心理を知らな

さすぎて、コミュニケーションに支障を期すことがとても多い。 
 視覚障害を想定した生活場面の実体験とその援助。（風景・状況の説明、道案内、活

字の音訳、テーブルマナー等）。 
 基本的な点字の読み書きと歩行指導を授業内容に取り入れてほしい。 
 社会保障の知識等、子どもらの家庭を支えるために役に立つ知識と技術。 
 使命感。 
 コモンセンス。 

 

 



DOI: doi.org/10.20744/incleedu.4.0_54 
 Journal of Inclusive Education，VOL.4 54-66 

 

 
 

60 

●専門的な教授の配置 
 視覚障害についての専門知識を持っている実践経験豊富な先生を配属し、盲学校の専

門性の維持継承についての課題に一緒に取り組んで欲しい。（学校現場は人事異動が

頻繁で、盲教育の専門性を維持継承することが大きな課題。専門性のある先生が核と

なり、沖縄の盲教育を引っ張ってほしい。身近（県内の大学）に専門性をもった先生

がいることで、アドバイスを得られやすく、日頃の授業実践などについても課題につ

いて取り組む方向が得られやすくなるのでは。身近にいるということで大きな安心感

が得られる。具体的には、授業研究会の指導助言や、校内研修での講師を引き受けて

下さるとありがたい。また、大学に専門性のある先生がいることで、学生との交流が

活発化することが考えられる（盲学校にとっても、学生にとってもメリットがある取

り組みが期待される）。 
 専門的な教授などの常置（相談しやすくなる。） 
 視覚障害児の教科教育について共同研究できる専門性（助言・提案）・県内・離島の

視覚・聴覚障害児支援について考えをもち提案できること。 
●人材の育成 
 特別支援教育の充実。 
 県内に１校しかない学校ということをもっと強く意識して、生徒に必要な学習、生活

スキル、職業訓練を適切に指導できる人材の育成を求めたい。 
 視覚障害のことについて学ぶためには、県外に行くことが多い中、県内でも基礎的な

ことを学ぶ機会があってもよいと思う。 
 学生にも盲免許のとれる課程があれば現場に出てすぐ役立つと思う。 

●研修・研究 
 夏休みなどの長期休業等を利用して、盲教育の講義を出前という形でもいいので、や

ってもらいたい。 
 専門的な研修設定。 
 通信講座の開設、充実（働きながら学べるように）。 
 マイノリティーである視覚障害について、障害そのものの理解が深められる内容、盲

学校で実施されている内容、視覚障害教育の理論と実践・文献研究、補助具の操作、

社会で活躍する視覚障害者の講義、保護者や家族の話、医療機関・福祉機関・本土の

視覚障害教育機関・リハビリ施設等の研修。 
 点字や盲教育で使用する情報機器の研修があったらいい。沖縄県内の実状にあった研

究も深めていってほしい。 
 県内の大学の教員養成課程で、盲教育についての講義があれば、現職教職員も受講さ

せてもらいたい。 
●連携 
 視覚障害者への支援の在り方について。 
 普通学校に通う弱視の生徒へ盲教育の情報提供や環境設定について考える事ができ

る様に、普通学校の先生にも広めてほしい。 
 医療、福祉、就労機関等について。 
 盲教育の専門知識だけではなく、当事者との交流を含めた実践的な講習を多く開設し

てほしい。県内の視覚障害者支援機関の役割と課題を整理し、連携方法と支援体制づ

くりの具体的な提案をしてほしい。 
 視覚障害の病因、医療との連携。 

●心理 
 弱視の理解。 
 視覚障害をもつ人の生活の理解。・視覚障害をもつお子さんの発達等（成長過程）。 
 点字使用者、点字使用状況への理解。（どんなに点訳ソフトがあっても、晴眼者と同

様に罫線や表型式の様式文書への記入、文書作成を求められても、本人が自力では、

ほぼ不可。 
 視覚障害児・者の心理。 
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●その他 
 視覚障害の実状の周知。 
 視覚障害者の受け入れをしてほしい。 
 災害時に視覚障害者へ必要な対応のマニュアル化→自治体への周知。 
 点字教材や点字ブロックの充実。 
 視覚障害教育における適切な支援。 
 情報教育、ICT を活用した支援。 

 

3) 今後必要とする研修内容 

回答内容を基に、「点字・歩行」「重複障害」「指導方法・実践・補助教材・教具」「教科

指導」「心理・生理・病理」「保護者・家族」「その他」7 つのカテゴリーに分類した。各分

類における回答内容を表 4 に示す。 

今後必要だと感じている研修に関しては、「指導方法・実践・補助教材・教具」と回答し

た人が一番多かった。次いで、「点字・歩行」、「重複障害」、「心理・生理・病理」と続いた。

また、単一障害に対する教科指導に関する回答（「教科指導」）や、保護者への対応に困難

さを示す意見（「保護者・家族」）があったほか、他都道府県との連携や実践経験のある教

員による講話等の意見（「その他」）が挙げられた。 

 

表 4 今後必要とする研修内容（n=34） 

今後どのような研修が必要だと感じますか。 
●点字・歩行 
 新職員研修で行っている自立活動、歩行等の内容を深く学んだほうが良いと思う。 
 点字や歩行等の一般的な研修からさらに深めて学びたい。 
 校外での歩行（アイマスク・白杖を使って）。 
 現在必須。学齢児の重度重複化、少人数化に伴い、また短期間でめまぐるしく転勤さ

せられる現在の人事異動状況から、現場教員の点字力が非常に弱体化している。わず

かに在籍する点字使用生徒への対応に大きな不安を感じ、点字に関する研修。（テス

ト作成、教材作り）が必要。 
 歩行指導や点字指導等。 
 １回で終了する内容ではなく、点字についての継続的な研修。歩行についての継続的

な研修。 
●重複障害 
 障害の重度・重複化に伴い、全盲の重複障害の生徒への学習支援の研修等。 
 盲重複障害児への指導。進路指導、職業開拓をどう行うか。これまで盲教育が積み上

げてきた専門性を維持し、継承させていくための内容なら何でも研修したい。 
 盲学校は県内に１校だけだが、視覚障害を併せ有する重複障害児は他の特別支援学校

にも複数名在籍している。視覚障害を有する重複の児童生徒への関わり方として、指

導法の研修があれば多くの職員にとって有意義な研修になると考える。 
 盲重複の児童生徒に対する指導についての研究が必要。 
 実態把握の仕方（見えないことからくる遅れなのか、知的発達の遅れなのかの判断が

難しい。） 
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●指導方法・実践・補助教材・教具 
 授業実践、教材研究（作成）に関する研修。 
 知識だけではなく実践的な研修。 
 具体的な研修。お互いの授業を見て、意見交換するなど。 
 パソコンを主に使って点訳作業をします。点字の読み書きだけでなく、普通にパソコ

ンに打ちこんだデータを点字プリンターに入れて正確な点字に遂行して点字で打ち

出すという作業が誰の手も借りずに１人でできるようになる研修が今必要。 
 視覚障害の専門的な研修。（ICT 機器も含めて） 
 教具、指導の実践報告。 
 視覚障害児に向けての教材・教具。 

●教科指導 
 各教科、科目において実際に盲教育の場で長年、指導に携わり実績のある教員による

講習。 
 単一障害の生徒指導に対する教科指導（教科の本質を見極め、内容をどう取捨選択す

ればいいのか、それぞれの教科でどのように核となる体験をさせていけばいいのか難

しい。 
●心理・生理・病理 
 視機能のメカニズム。視覚障害の種類や細かい理解。 
 視覚障害の人の見え方の理解。 
 初期学習(触り方、物の理解)について。 
 視覚認知について、その発達と配慮の在り方（視機能訓練士との連携のもとに）。 
 中途障害への対応。 
 視覚障害の特性（視力障害、視野障害、明暗順応などの特性）②ロービジョンの特性

（読書、環境認知等の特性。）③視覚障害を伴う重複障害の特性。④視覚障害を伴う

発達障害の特性。 
 視覚障害のある方、子どもに実際に接することや、アイマスクで過ごしてみる（特に

食事、トイレといった、生活における難しさを感じる体験等。 
●保護者・家族 
 保護者への対応。 
 家族支援の技術。特に経済を豊かにする方法。お金に困っている家庭が多い。 

●その他 
 晴眼者の中で１人（または少数）の視覚障害者が働く（または学ぶ）環境づくり、工

夫について。 
 音声ガイド（視覚情報の保障）の方法、話し方（伝え方）の工夫。 
 生徒の障害認識に関する指導の在り方。 
 県外の盲学校の先端の情報を共有するような研修。 
 現在の校内研修が充実している。 
 実践経験を踏んだ先生による講話。もしくは研修。 
 法が整備されて ICT も普及し、これからどのような取り組みがなされていくのか。 
 全員で同じ日に同じ場所に集まっての研修が難しいので、学校のポータルサイトを利

用したり、DVD 教材で復習や自学できる様にした方が良い。 
 他都道府県との連携も必要。 
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Ⅳ．考察 
 

1. 盲学校赴任前に必要な知識・技術 

盲学校へ来る前に必要だと感じたこと・準備しなければいけないと思ったことについ

ては、点字・歩行に関する回答が最も多く、これらの基礎的な知識や指導方法を事前に

知っておく方が良いという意見が挙げられた。特に点字に関する意見が多かったが、こ

れは点字を学ぶことが、点字を 50 音等の文字として理解することだけではなく、物に触

れることの大切さや、情報収集、理解の手順等を学ぶことに繋がると回答者が感じてい

るためと推察される。つまり、視覚障害教育の現場で勤務する教員にとって、点字を学

ぶことは、その他のあらゆる物事を学ぶ上でのきっかけとなるものであると考えられる。 

また、心理・生理・病理の項目に関しても意見が多く挙がった。幼児児童生徒一人ひ

とりによって視覚障害の程度・見え方は異なるため、視覚障害の特性に関しても基礎的

な知識を習得することが重要であるが、今回の調査結果は、そのことが教員間において

認識されていることの現れであると考えられる。また、視覚障害児は「見えないこと」

によって大きなストレスを感じているため、教員はそのような子どもの心情を理解しつ

つ支援に臨まなければならない。今後はそのような知識を養う機会も視覚障害教育の現

場に赴任される前に求められるであろう。 

 

2. 県内の大学（専門機関）に求める内容 

視覚障害教育の観点から、県内の大学や専門機関に対しての要望として、視覚障害児

についての職業教育や、視覚障害を想定した生活場面の実体験とその援助の仕方など、

理論・実践についての意見が多く挙げられた。また、専門的な教授の配置や人材の育成、

長期休業を利用しての研修や通信講座の開設、関係機関との連携方法と支援体制づくり

等が挙げられた。このことから、既に視覚障害教育の現場で勤務しつつも、より専門性

を高めていきたいと考えている教員が多いことが明らかになった。特に、本研究の調査

対象となった盲学校の所在する県内には、盲学校は当該校 1 校しかないため、他の盲学

校との情報交換や共有が非常に難しいという実情も有り、スムーズな相談できず困惑し

ていると推察される。様々な要因により、他校との連携の困難さを抱える盲学校は各地

に存在すると想定されるが、そのような状況下ではより一層、県内の大学や専門機関に

対して専門的な教授の配置や研修、講座が期待されると考えられる。 

 

3. 今後必要とする研修内容 

今後の研修に関しては、指導方法・実践・補助教材・教具、点字・歩行、重複障害な

どについての回答が多かった。これらの知識は少数回の研修で身に付けることは難しい

と考えられるが、学ぶ必要性を感じていても、教員自身の業務量が多く、学ぶ機会を多

く持つ余裕がなかったことも想定される。そのため、そのような教員の実情に合わせた

研修の実施方法についても検討することが必要である。また、視覚障害教育に関する基
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礎的な知識を習得するための研修は勿論のこと、お互いの授業を見て意見交換を行うな

ど、実践的・具体的な研修を求める意見も挙がっており、既存の枠組みにとらわれない

研修内容や研修の在り方を模索していく必要がある。 

 

 

Ⅴ．今後の課題 
 

教師の幅広い幼児児童生徒への対応能力の向上のために、より高度で幅広い専門性を

身につけるよう求められることになったが、視覚障害教育における専門性の実態は、全

国的にも未だ把握されていない。教員自身が必要な専門性がなにかわからないがゆえに、

子ども達に対してどう指導していいかが分からないという現状もある。 

今回の調査結果は、教員の専門性を認知する上で一つの手掛かりになるのではないだ

ろうか。年齢や経験を重ねていくことで、教師として身に付く専門性もある。しかし、

より深い授業計画や学習評価、複数の児童生徒との関わり方、他者の授業実践方法や特

別支援学校の現状など、外部研修や校内研修等によって深く身につけられる専門性もあ

る。 

具体的な内容を伴わない「幅広い専門性」という言葉が一人歩きしてしまえば、専門

性は何かということが不明瞭になってしまう状況が生み出されかねない。教員の多忙化

が叫ばれるなか、今後は学校全体においても無作為に研修を行うのではなく、本当に必

要な内容は何かを考え、精選し実のある研修内容や計画を立てていくことが重要となる

だろう。 

今回挙げられた専門性を身につけた教員が、多くの視点から視覚障害教育や子ども達

を捉えることで、個に応じた支援や授業展開ができ、子どもの能力を最大限に伸ばすこ

とができるのではないかと考えられる。 

また、個々の教員だけでなく、教員同士が情報共有を行う環境を作り、専門性を向上

させていくことが必要であると考える。そうした専門性の育成と共有ができてこそ、特

別支援学校がセンター的機能の役割を果たせる場所となるのではないだろうか。 

今回の調査は一校を対象としたもので学校特異性もある（西原, 2014; 沖縄県立沖縄盲

学校, 2014）ため、今後はより広い対象に調査を実施することで、より普遍的に視覚障

害教育の現場で必要とされる知識・技能・専門性を明らかにし、それらを向上につなげ

ていく手立てが示されることが期待される。 

さらには、専門性の蓄積と向上を妨げる人事システムの問題（大内, 2006）、高まらな

い免許状保有率の問題（文部科学省, 2008; 2010; 2011; 2012; 2013; 玉村・越野・郷間ら, 

2008）、重度重複化の問題（香川・猪平・大内, 2000; 久松, 2012; 松田, 2012; 九州地区

盲学校長会, 2014）なども山積しており、稿を改めて検討する予定である。 
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付記 
 

アンケート調査にご協力いただきました沖縄県立沖縄盲学校の先生方に心からお礼申

し上げます。 

本研究の実施にあたっては、沖縄県立沖縄盲学校の校長および先生方に研究の趣旨と

内容および結果の公表について説明を行い、同意を得たうえで実施した。また、公開す

べき利益相反事項はない。 
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